













































について⽜（平成 18 年 3 月 30 日社援保発第 033001 号）。
＊2 老齢加算は 2004 年 4 月以降段階的に削減、廃止；母子加算は 2005 年 4 月以降段
階的に削減、廃止、ただし 2009 年 12 月以降復活；本体基準のうち生活扶助につい
て、2013 年 8 月以降 2015 年 4 月に向けて段階的に 6.5％引き下げ（なお消費税が
増税（2014 年 4 月）されるのに対応して 2.9％引き上げ）。2015 年 7 月より住宅扶
助と冬季加算見直し。


















































































































核を形成し続けてきた。施行された 1962 年 6 月 1 日から、その座を後























































＊4 Bundessozialhilfegesetz (BSHG) vom 30. Juni 1961 (BGBl. I S. 816, ber. S. 1875).
＊5 So Volker Wahrendorf, Die Fortgeltung der ,,Strukturprinzipien“ im SGB XII und
ihre Durchbrechung durch das SGB II, in: Jonathan I. Fahlbisch (Hrsg.), 50 Jahre
Sozialhilfe, DV 2012, S. 117.












































＊7 Ralf Rothkegel (Hrsg.), Sozialhilferecht, Nomos 2005.











































































































＊10 Sozialhilferecht, S. 57 f.






























































＊12 Sozialhilferecht, S. 60 ff.













































＊14 Sozialhilferecht, S. 70 ff.






























































＊16 Sozialhilferecht, S. 75 ff.












































＊18 Sozialhilferecht, S. 82 f.




















第 11 条第 1項）こととの関係で、必要生計に含まれるものとして、食事、
住居、被服、身体衛生、家具、暖房、日常生活上の個人的需要の 7つが







































＊20 Bundessozialhilfegesetz in der Fassung der Bekanntmachung vom 23. März 1994
(BGBl. I S. 646, 2975), zuletzt geändert durch Artikel 51 der Achten












































































































＊21 Verordnung zur Durchführung des §22 des Bundessozialhilfegesetzes (Regel-
satzverordnung), zuletzt geändert durch Artikel 29 des Gesetzes zur Moder-
nisierung der gesetzlichen Krankenversicherung (GKV-Modernisierungsgesetz -






































































































































































standsetzung ... in nicht kleinem Umfang）⽜⽛少なくない入手価格での調




































































































































































































3 社会扶助の変動～社会法典第 2編・第 12 編へ
3-1 ハルツ第 4法改革
2003 年から⽛高齢期および稼得減退期における需要に対応した基礎保
障に関する法律（Gesetz über eine bedarfsorientierte Grundsicherung
im Alter und bei Erwerbsminderung）⽜（いわゆる高齢者重度障害者基礎
保障法）＊23 に基づく基礎保障（Grundsicherung）が連邦社会扶助法とは
別に運用されるなど、ドイツの社会扶助は複線化傾向を見せ始めたが、





















＊23 Gesetz über eine bedarfsorientierte Grundsicherung im Alter und bei Erwerbs-
minderung (GSiG) vom 26. Juni 2001 (BGBl. I S. 1310, 1335).
失業扶助と社会扶助の統合がそれである。実際には、失業扶助と旧社会
扶助の大部分を引き継いだ社会法典第 2編（求職者基礎保障）＊24 と、社
会扶助の名称を引き継いだ社会法典第 12 編（社会扶助）＊25 が平行して
スタートすることになった。なおかつて別法であった高齢者重度障害者
基礎保障は、第 12 編の一部に編入されている。
第 2編と第 12 編は、スタートが平行しているだけでなく、存在自体が
横並びである。両者は相互排他的に設計されており、簡単にいえば、第
2編受給者は第 12 編の給付を受けられず、逆もまたしかりである（第 2





















































＊24 Sozialgesetzbuch (SGB) Zweites Buch (II) - Grundsicherung für Arbeitsuchende -
vom 24. Dezember 2003 (BGBl. I S. 2954).
＊25 Sozialgesetzbuch (SGB) Zwölftes Buch (XII) - Sozialhilfe - vom 27. Dezember 2003







3-2 社会法典第 2編・第 12 編の特徴








malige Leistungen）（BSHG 第 21 条第 1a 項）はそのままのかたちでは





































（laufende und einmalige Leistungen）⽜という区別（BSHG 第 21 条第 1
項）自体が引き継がれていない。あるいはそういう概念をもはや知らな
くなった。かろうじて第 12 編には、⽛一時的需要（einmalige Bedarfe）⽜
が規定されているが（第 12 編第 31 条第 1項）、家庭用器具を含む住宅の
初回備品調達（同項第 1号）、妊娠および出産時を含む衣類の初回調達（同
項第 2 号）、学校法上の規定の枠内における複数日にわたるクラス旅行


































































































































































































（sollen ... erbracht werden）⽜というように微妙に表現が異なっており、
これは裁量の有無ないし広狭に関係してくる。さらに重要な両編の相違
は、貸付の返済方法にある。第 12 編では基準額の 5％までが相殺に付せ
られるのに対して、第 2編はこれを 10％までと規定し、上下 2倍の開き
がある。加えて、この相殺的な返済をおこなうかどうかは、第 12 編では
⽛天引きすることができる（kann ... einbehalten werden）⽜とされている









































が、これを引き継ぐかどうかで、第 2編と第 12 編は大きく異なっている。
⽛個々の事例においてある需要が完全にもしくは部分的に他の方法で充
足される場合またはその程度から見て著しく平均的需要から外れざるを







































＊29 さらにいえば、連邦社会扶助法や第 12 編では、扶助受給者の希望権
（Wunschrecht）ないし選択権（Wahlrecht）が法律に明記され（BSHG第 3条第 2
項、第 12 編第 9条）、扶助の形成に対する希望には、それが適切である限りで応え















































＊30 Gesetz zur Fortentwicklung der Grundsicherung für Arbeitsuchende vom 24.
März 2006 (BGBl. I S. 1706).
＊31 BT-Drucks. 16/1696 S. 26 (Zu Nummer 2).
＊32 Urteil des BVerfG vom 9. Februar 2010 - 1 BvL 1/09, 1 BvL 3/09, 1 BvL 4/09,
BVerfGE 125, 175 ff.
需要を充足するために支給される給付の利用について、受給権者は自己
責任で判断する；その際、受給権者は、不規則に現れる需要の発生を考
慮しなければならない。⽜（第 2編第 20 条第 1項第 3文および第 4文）が







































































































































































































なっている。要扶助者にとっての入り口は、選択的に第 2 編か第 12 編










































し、第 12 編第 73 条（その他の生活状態にある場合の扶助）の適用可能
性を認めた＊36。ポイントは、一般的な意味での周囲との交流は日常生活
上の需要として第 2編（および第 12 編）の基準給付によりカバーされて
いるが、上記のような特別の事情がある場合、原審デュースブルク社会













































＊36 BSG, Urteil vom 7. November 2006 - B 7b AS 14/06 R, BSGE 97, 242.








後は一定の整理がなされつつ第 12 編に規定されるようになった；第 2
編と第 12 編は、生計費の保障のための給付は併給できないが、それにあ
たらない第 12 編のこうした特殊な給付は第 2 編受給者も利用可能であ
る）が例外的に活用されるとすると、これは管轄主体も財源負担も異な
























































































































のち、2010 年 2 月 9 日に、基準額が違憲であるとの判決を下した。違憲
判決そのものの分析は他に譲るとして、連邦憲法裁判所が違憲判決を通
じて立法府に何を求めたのかをまず確認しておく。第一には、違憲と判
断された第 2 編第 20 条その他の条文を憲法に適合できるように改正す
























＊38 BSG, Urteil vom 23. November 2006 - B 11b AS 1/06 R, BSGE 97, 265.
＊39 LSG Hessen, Vorlagebeschluss vom 29. Oktober 2008 - L 6 AS 336/07, BeckRS
2009, 50610.
＊40 BSG, Vorlagebeschlüsse vom 27. Januar 2009 - B 14/11b AS 9/07 R und B 14 AS
5/08 R, BeckRS 2009, 59026 und BeckRS 2009, 56480.




































































































＊42 BVerfGE 125, 175 [Rn. 208].
＊43 Gesetz zur Ermittlung von Regelbedarfen und zur Änderung des Zweiten und
Zwölften Buches Sozialgesetzbuch vom 24. März 2011 (BGBl. I S. 453).
＊44 同時に、2006 年改正で挿入された⽛そこから外れるような需要の認定は、これを
排除する⽜（第 2編第 3条第 3項第 2文）の規定は削られた。ただし、⽛本編に定め
る給付は、稼得可能な要扶助者および当該要扶助者と同一の需要共同体で生活す
る者の需要を充足するものである。⽜（第 2編第 3条第 3項第 1文後段）は依然その
ままである。
＊45 第 2 編第 21 条第 6 項に関わる連邦雇用エージェンシー（Bundesagentur für









































































＊46 Uwe Berlit, Jahrbuch des Sozialrechts [Band 34], Erich Schmidt Verlag 2013, S.
268.
＊47 BVerfGE 125, 175 [Rn. 205].











































































































＊50 Verordnung über die Fürsorgepflicht vom 13. Februar 1924 (RGBl. I S. 100) und
Reichsgrundsätze über Voraussetzung, Art und Maß der öffentlichen Fürsorge










第 2編が第 12 編とともに産み落とされたのは、2000 年代前半である。
戦後最長のコール政権に終止符を打ったシュレーダーは、その第 1次政
権中、経済政策面で目立った成果を残せず、むしろ失業者数は戦後最高
































































































































































































































6 第 2 編はどこへいくのか
第 2 編は、2011 年の法改正＊52 で、少しくその様相を変化させた。例
外的需要の認定を排除する条文（第 2編第 3条第 3項旧第 2文）を削り、
一定の需要については追加的需要給付をおこなうことを定めた（第 2編
第 21 条第 6項）のもその一つであるが、連邦憲法裁判所による違憲判決




































＊52 Gesetz zur Ermittlung von Regelbedarfen und zur Änderung des Zweiten und














































































































＊53 Sozialhilferecht, S. 74 f.
＊54 稼働能力活用に関するロートケーゲルのいわば極論について、木下秀雄⽛最低生
活保障制度における要保護性の判断と稼働能力活用義務─ドイツとの比較から⽜

































































































































































































































































































































相当）は、2004 年に 297 ユーロ（もっとも基準の高い連邦州）であり、
2005 年に 345 ユーロ（旧西ドイツ地域）と、制度切り替わりに合わせて
大幅に増額されたが、この新基準は後に憲法違反の認定を受けるのであ
る。そうであれば、それより明らかに低額の旧基準はもっと憲法に違反
している（正確には違反していた）のではないかと思料されるが、実際
にはそのようには捉えられていない。このある種の不思議も、需要充足
のタイプ自体の変動に由来しているのである。
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8-3 需要充足の⽛タイプ⽜とは
これは端的には、とりまとめて全体として需要を見るのか、そうでは
なく、個々にバラして需要を見るのか、という問題である。需要の把握
の仕方の相違は、おおむね、充足の方式とセットになる。子どもに（サ
ラリーマンのお父さんに、でもいいが）お小遣いを渡すときに、これは
家庭によりけりであろうが、毎月定期的に決まった額を前もって渡す家
庭もあれば、必要に応じてその都度その分だけ渡す家庭もある。どちら
がより子どもの（サラリーマンのおじさんの？）⽛需要⽜を⽛充足⽜する
のか（⽛教育的観点⽜は別として）にわかには判じがたいし、むしろ実際
にはこの両者を適切に組み合わせている家庭が多いように思われる。ど
ちらにも、メリットもデメリットもあるからである。
しかしながら、小遣いをそもそも渡すかどうかも含めて、子どもの養
育は一義的には親の責任なのに対して（サラリーマンの場合は一義的に
夫婦の⽛力関係⽜であろうが）、公的扶助は国家的責任を背景にしている
ことから、どちらでもよいしどうでもよい、ということにはならない。
とりわけ給付面においては、その内容や範囲、程度に関して、一定の科
学的根拠や経験則、法的安定性や予測可能性、自由や平等、公平の確保、
差別や恣意の禁止、効率性や効果性、必要十分性など、制度として遵守
すべき事柄は多岐にわたり、その範囲内で、具体的に仕組みを整えてい
かなければならない。むしろそうであるからこそ、どのようなタイプが
ありえるのかを議論していく実益があるのである。
ただし、制度を形成する側ではなく、給付を受ける側から考えると、
日々の生活は実際には様々な事象との絡み合いで動いており、これが需
要でこうすれば充足、というようなシンプルな生活パターンに常にある
わけではない。思い出した順番に、必要なものから、出費を充てていく
なかで、あああれが足りない、ああこれが足りない、ということが見え
てくるのである。ゆえに、制度作りのうえで、そうした生活実態を、ど
こまで見越してビルトインするのかが重要になってくる。浪費癖、計画
的、衝動買い、始末屋、安物買いの銭失い、一点豪華主義、これらはお
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ツ
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金を実際に使う側の需要充足のタイプであるが、一方でこれらを尊重し
つつ、他方で最低生活の確保という目的を達成していかなければならな
いわけである。かといって、受給者の金銭管理を一律に疑ってかかるの
であれば、給付はすべてクーポンか現物給付（時代が進んできたので電
子マネーや仮想通貨になる日も来るかもしれない）、あるいは第三者受
け取りになってしまうだろうし、それでは要保護者の市民的自由が回復
するどころか、まさに給付をあてがわれるだけの存在になってしまいか
ねない。
そうした意味で、制度として予定する需要充足のあり方と、現実には
それとはずれて存在する給付の利用ないし使途のタイプとを、どこまで
重ね合わせて考えるのか、あるいは後者が前者をはみ出したときに、何
らかの手当てや施策を用意するのかどうかも、大きな意味での需要充足
の類型化に関わってこよう。
8-4 議論の軸は
最低生活保障を舞台とした、法規定立行為や執行行為と、それに対す
る裁判統制という、特殊と普遍が入り交じる場面において、タイプ分け
から議論ないし分析の軸を立てていくことはそれなりに有用であろう。
その点から、司法審査と需要充足のタイプをリンクさせて考えてみると、
例えば不確定法概念や開放条項が多用され、現場レベルでの給付形成と
それによる需要充足がメインとなる場合、ここでの行政権による法執行
には司法の全面的なチェックがいずれにせよかかってくる。逆に法律の
作り方が硬直的で解釈の余地がない（機械的に執行するしかない）場合、
需要充足も非常に定型的なものにしかならないので、大量行政ゆえのミ
スは依然残るであろうが、それを除けば、司法権のチェックはどちらか
というと制度そのものの妥当性に向かうことになる。実際には、一つの
タイプに制度が収斂することはなく、様々に組み合わされてくるため、
司法審査の現れ方も区々とならざるを得ないが、制度の切り替わり等が
あれば、それによって司法統制にも大きなトレンドシフトが生ずること
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は否定できない。
視点を変えれば、そもそも社会扶助が応えるべき需要は、最低限度と
いう枠内であれば、人間の生活に関わって種々様々に生じてくるが、こ
のうち、定型的、経常的、標準的、規則的、類型的、一般的、普遍的、
といった概念でカテゴライズできる一定範囲のものを取り出し、一定の
支給額を事前に措定し、余計な手は入れないでそのまま給付として渡す
仕組みが、ドイツのみならず日本など、近代的な公的扶助制度を有する
国ではほぼ見いだされる。問題は、すべての需要がここに入るわけでは
ないが、だからといってそれらを充足しないわけにはいかない、という
一種のジレンマである。こうした定型的給付を、広げるか狭めるか、あ
るいはある需要を定型的給付の中に入れるか外に出すかが、公的扶助で
は常に問われるのである。すなわち、ある需要が定型的給付に含まれる
か含まれないかは、どこかに線が引かれる以上、当然その線引き自体の
当否が司法審査の対象となることもあるし、とりわけ枠外におかれる場
合は、給付形成の自由度が（定型的給付との比較で）増すため、司法審
査により接近することになる。他方で、定型的給付が膨らめば膨らむほ
ど、設定される支給水準の正当性や妥当性が争われやすくなるともいえ
る。
もちろん、こうした一般的指摘が具体の制度に常に当てはまるわけで
はなく、むしろ個々のシステムのクセのようなものが前面に出ることも
少なくない。実際、ドイツ法での問題の現れ方は、裁判権の分立によっ
ても特色づけられるし、あるいは日本の議論も、生活保護法固有の問題
なのか、日本の行政システム全体に由来するものなのか、必ずしも分明
でない。ただいずれにしても、定型的給付のあり方が全体の傾向をつか
むための重要な前提になることは強調されてよいであろう。
ドイツ公的扶助法は、以上の点で、大胆な制度改革により、定型的給
付の持つ意味が大きく変化し、定型的給付ではカバーされない需要の充
足を巡って、決定的な司法統制を呼び込むことになった。社会扶助の伝
統的スタイルからの乖離や構造原理の変遷は、その他の給付部門でもな
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お進行中であり、その限りで、現在は対抗軸が見えやすくなっていると
もいえる。分析結果がすぐに日本に応用可能かどうかはさておいても、
最低生活保障制度のあり方を考察するヒントは見いだせるように思われ
るのである。
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